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１．はじめに 安全で安心して暮らせる生活空間づくりを支える社会資本整備に当たり、事業の計画あるいは 
その実施過程を通じて地域住民や利用者など幅広く関係者に情報公開を行い、そこから芽生えた新しい要求

や考え方をフィードバックして事業そのものに積極的に反映させようという住民参加の取り組みが広がりつ

つある。このような背景には、公共事業をめぐる経済社会情勢の変化、自然環境保全や景観保全への社会的

意識の高まりなどが考えられる。また、その地域づくりの事業計画を公正に効率よく進めるためには、事業

全体の流れに関わる全ての主体者が可能な限り正確に状況を把握するとともに、地域住民相互に意識の整合

性を高められることも不可欠である。このような環境を整えるためには、地域性や事業が内包する利害関係

など諸事情を想定されるケースごとに説明や合意形成、または協議検討を重ねる手法、そして最新技術の活

用等を含む質の高い説明性を実現させる工夫が最も重要と考えられる。 
大学の立地する地域に対して、大学が地域づくりにどのように関わり具体的な取組を展開するかはいろい

ろな視点があるものと推察される。著者らは、人の生存や社会の持続性が流域圏の資源の回復にあることを

認識し、昨年度から地域づくり支援の基盤を地域の空間情報整備に力点を置いて、前述の「質の高い説明性

を実現させる工夫」に取り組んでいる。具体的な調査研究対象流域は、広瀬川が形成した丘陵地に残る三居

沢、竜ノ口沢、二ッ沢、金洗沢、富沢川、後田川などで、大学キャンパスは二ッ沢流域内に立地している。 
本報告は、地域の位置情報づくりの基礎となる公共基準点について、大学キャンパス内への設置とそれに

伴う支援情報づくりの経過について述べるものである。 
２．観測について 観測は公共測量の手続きに従い、事業計画の知事承認と、作業規程については国土交通 
省公共測量作業規程の準用を大臣承認申請して実施した。キャンパス内に設置する基準点は、二ッ沢キャン

パスには２級基準点を３点、３級基準点を１点、香澄町キャンパスには２級基準点、３級基準点それぞれ１

点で、合計６点である。これら全ての測量は、ＧＰＳによるスタテック測量で観測し精度検定に供した。 

 

              図－１ キャンパス内の公共基準点設置概要 



 観測成果を表－１に示す。公共基準点の測点番号に付してある記号で、Ｆは二ッ沢、Ｋは香澄町を示し数値

は基準点等級を表している。位置情報は世界測地系で、地理座標はＧＲＳ８０楕円体へ投影した位置、地心直

交座標はＩＴＲＦ９４原点からの距離の値、平面直角座標は第１０系原点からの距離の値である。 
               表－１ 設置した基準点の位置情報   

 
３．既存地形図の数値地図情報づくり 調査研究対象地域の水環境と緑地環境の再生資源調査に、地理     

 
図－２ 調査研究対象地域地形図で数値化終了範囲（面積約８１２ｈａ：メッシュ図郭縮尺１／２５００） 
情報システムの活用を計画していることから、基盤地形図となる仙台都市図【１９５８（昭和３３）年・縮尺

１／３０００・３５枚】の数値化（地形図製作自治体の許可を得て）を鋭意進めている。 
４．おわりに キャンパス内に設置した公共基準点については、その精度維持をはかるとともに、仙台市内に

はリアルタイムの位置情報を提供する電子基準点やＧＰＳ固定点の設置が無いので、今後は災害時対応等に配

慮してＧＰＳ固定点設置の可能性を検討する予定である。また、本学の立地する地域の「地域づくり」につい

ては、現況調査資料（保存緑地の植生調査・水路環境調査・道路環境調査・交通量調査・騒音測定調査等）を

地理情報システムで分かりやすく加工し、地元の郷土史的情報も加えながら関連町内会との交流を深めて行き

たいと考えている。この様な実践を重ねる事で「質の高い説明性を実現させる工夫」の手法構築にも繋がるも

のと思われる。なお、これら諸調査と資料作りに、研究室４年生１２名の協力を得た事を記して謝意を表する。 
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